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滞から一向に抜け出すことのできなかったインド経済は、一九八〇年代からようやく安定して高い成長率を達成 るようになり、最近では発展著しい途上国の一つとして大きな注目を集めるまでの存在となった。しかし、近年の経済自由化や急速な経済成長を背景に、着実に成長を続ける地域 停滞から抜け出せない地域の間の格差が 層拡大する方向に向かっているのではないかという懸念が浮 び上がっている。
　一方、政治的側面に目を向けると、特定














標である。図１は、主 な一五州について二〇〇四／〇五年度の一人あたり純 内生産（一九九三／九四年度価格） 示したも
のである。ビハール（三七七三ルピー）からマハーラーシュトラ（一万 八六四ルピー）ま 、インドの州の間には大きな経済格差が存在することが明らかである。この二つの州の一人 たり純州内生産を比較すると、その差は約五倍にまで達している。
　一人あたり純州内生産が一万六〇〇〇ル































































































立っている。さらに、 中位の五州は四 ・ 二％以上の年平均成長率を達成している一方で、上位の四州は、パンジャーブ（二 ・六％）からグジャラート（五 ・三％）まで成長率のばらつきが比較的大きいことがわかる。●経済水準と産業構成の関連性
　州間格差の推移と現状をより詳しく分析
するために、経済水 産業構成がど ような関係にあるのかを見ていくことにしよう。図３は、横軸に二〇〇四／〇五 度の一人あたり純州内生産（一九九三／九四年度価格） 、縦軸に各産業部門（製造業部門と農業部門）の純州内生産に占める割合をそれぞれとり、それらの値の組み合わせを
各州について示したものである。この図から、以下の三点を読み取ることができる。第一に、縦軸方向への点の散らばりが大きいことから明らかなように、州の間で産業構成が大きく異なって る。第二に、経済水準が高い州ほど純州内生産に占める製造業部門の割合が高いという傾 が見られ（図３①） 。第三に、農業先進州であるパンジャーブとハリヤーナーを除 て、経済水準が高い州ほど純州内生産 占める農業部門の割合が低い いう傾向 見 れる（図３②） 。つまり、農業生産性の 一部の州を除いて、経済水準 産業構成の間には強い関連性が認められるのである。
　このような傾向に反して、経済水準が比
較的高いにもかかわらずパンジャーブとハリヤーナーでは、農業部門の比率がそれぞれ三七 ・九％と二七 ・六％と一五州の平均（二一 ・ 三％）を大きく上回っている。その一方で、製造業部門の比率については、ハリヤーナーは一九 ・四％と工業先進州であるグジャラート（二六 ・七％）に次 で高い水準にあるのと 対照 に、パンジャーブは一三 ・ 二％と一五州の平均 （一五 一 ）よりも低い水準にとどまっている。
　では、図３に見られるような経済水準と




























































































産業部門の純州内生産に占める割合をとり、それらの値の組み合わせを各州について示したものである。一見して明らかなように、製造業部門と農業部門のどちら ついても、図３ほどはっきりとした傾向は見られない。つまり、一九八〇／八一年度の時点では、経済水準と構成の間に明確な関連性が認められなかったが、二〇〇四／〇五年度の時点で 、それがはっきりとした形 現れるようになったのである。したがってこの二つの時点の間に、経済水準と産業構成の関連性に何らかの変化が起ったと考えることが
できる。その重要な要因の一つとして挙げられるのが、インドの州間格差において農業部門が果たす役割（特に、農業生産性の地域格差の重要性）が相対的に低下し、それに代わって製造業をはじめとする非農業部門が徐々にそ を増してきているという変化である。
　この点を検討するために、図４のサンプ
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政策の違いが、各 の 成長の差に大きな影響を与えている可能性である。連邦制を国家体制 基礎に据えているインドでは、憲法によって定められた特定の政策事項について州政府が中心的な役割を担っている。例えば、その うな政策事項の一つである労働法制については、それが労働者 より手厚く保護するよう 内容である州ほど、登録部門の製造業における生産額・雇用数・工場数などがより少ない傾向にあることが指摘されている（参考文献③） 。またこれに関連して、経済自由化（具体的には、一九八五年から始まった 「ライセンス制度」の廃止）が生産額・雇用者数・固定資本額の成長に与えた効果は、労働法制が労働者寄りの州よりも雇用者寄りの州 方 大きかったことが示されている（参考文献①） 。つまり、労働者寄 の労働法制は製造業の
生産活動へ負の影響を与えるだけでなく、その影響は経済自由化によってより深刻化したというのである。また、州政府の管轄事項ではない政策分野においても、各州政府の運用面での取り組みの違いが製造業の発展の有無に大きな影響を与えた可能性がある（参考文献④） 。
　第二に、既に存在しない過去の制度的側
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